
（資産の部） （負債の部）

（純資産の部）

資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

土地再評価差額金

76,000,000 
111,492,470 

リ ー ス 債 務 115,408,800 

預 り 金 96,737,177 

前 受 運 賃 76,033,102 

未 払 消 費 税 等 22,500,400 

未 収 収 益 741,696 

未 払 費 用 7,943,184 

前 払 費 用 636,040 

未 収 金 55,856,833 

未 払 金 586,714,896 

現 金 及 び 預 金 2,261,724,045 

金　　　額

貸 借 対 照 表

（平成３０年３月３１日現在）

科　　　目 金　　　額 科　　　目

（円） （円）

流 動 資 産 2,668,903,077 流 動 負 債 1,095,320,037 

未 収 運 賃

1年以内返済予定の
長 期 借 入 金

349,771,346 

10,221,293,121 

資 本 金 3,000,000,000 

6,871,521,775 

6,871,521,775 

預 り 敷 金 2,099,000 

3,856,660,390 

リ ー ス 債 務 1,096,326,360 

退 職 給 付 引 当 金 409,354,300 

賞 与 引 当 金 51,609,330 

長 期 借 入 金 1,148,000,000 

固 定 負 債

465,588 

4,698,000 

541,748 

15,246,277,639 

軌道事業固定資産 15,241,037,891 

固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

貯 蔵 品 238,451,993 

未 払 法 人 税 等 43,729,400 

評価･換算差額等

純資産合計 12,963,200,289 

資  産  合  計 17,915,180,716 負債・純資産合計 17,915,180,716 

349,771,346 

349,771,346 

2,741,907,168 

2,741,907,168 

投資その他の資産

76,160 

長 期 前 払 費 用

そ の 他

負 債 合 計 4,951,980,427 

株 主 資 本

資本剰余金

利益剰余金

預 り 保 証 金 2,700,000 

再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

1,198,180,730 

前 受 収 益 18,643,748 



（円） （円）

軌道事業営業損失

9,669,160

損 益 計 算 書

自　平成２９年４月 １ 日

至　平成３０年３月３１日

科　　　　目 金　　　　　　　　　　額

軌 道 事 業

営 業 収 益 2,320,706,350

営 業 費 2,330,375,510

営 業 損 失

9,669,160

営 業 外 収 益

受 取 利 息 839,335

特 別 損 失

雑 収 入 66,419,968 67,259,303

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,220,000

11,220,000

経 常 利 益 46,370,143

固定資産除却損 12,372,359 12,402,796

特 別 利 益

補 助 金 32,416,852 32,416,852

固定資産売却損 30,437

当 期 純 利 益 48,558,547

税引前当期純利益 66,384,199

法人税、住民税及び事業税 17,825,652 17,825,652



１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法
（リース資産を除く）

採用しております。

無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を残価保証額とする定額法に

よっております。

(3) 引当金の計上基準

①賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額を計上しております。

②退職給付引当金

末において発生している額を計上しております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２　貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 軌道事業固定資産

(3) 支配株主に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債務 76,017,512円 

長期金銭債務 1,148,000,000円 

個別注記表

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期

ただし、軌道事業の構築物のうち取替資産については取替法を

短期金銭債権 16,551,519円 

無形固定資産 133,345,160円 

639,051,921円 

4,522,347,063円 

2,326,002,831円 

5,931,108,000円 

567,195,723円 

16,595,845,271円 

有形固定資産 15,107,692,731円 

構 築 物

建 物

土 地

1,121,987,193円 

そ の 他

リ ース 資 産

車 両



(4) 土地の再評価

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

① 再評価を行った年月日　平成14年3月31日

② 再評価の方法

③

３　損益計算書に関する注記

(1) 営業費の合計及び内訳

営業費

運送営業費及び売上原価

販売費及び一般管理費

(2) 支配株主との取引高

営業取引

営業取引以外の取引高

４　株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における発行済株式の数

営 業 収 益 2,819,874円 

して合理的な調整を行って時価を算出しております。

再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額は、当

該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を2,551,108,000円下

回っております。

2,330,375,510円 

1,242,537,870円 

270,222,317円 

諸 税 152,786,651円 

減 価償 却 費 664,828,672円 

営 業 費 1,669,814円 

119号）第2条第4号に定める算定方法に基づき、路線価等を基準と

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日公布法律第19号)

及び「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用土地の再評価を行い、評価差額については当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第

雑 収 入 50,633,110円 

普通株式 270,388株

補 助 金 16,208,426円 



５  金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

(2) 金融商品の時価等に関する事項

りであります。 （単位：円）

(1)現金及び預金

(2)未払金

(3)長期借入金（※1）

(4)リース債務（※2）

(※1)１年以内に期限が到来する１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。
(※2)１年以内に期限が到来するリース債務を含んでおります。
(注) 金融商品の時価の算定方法に関する事項
(1)現金及び預金、(2)未払金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
 によっております。
(3)長期借入金

 長期借入金の時価は、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを返済期日までの
 期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。
(4)リース債務

 リース債務の時価については、元利金の合計額を信用リスクを加味した利率で割り引いた
 現在価値により算定しております。

６　関連当事者との取引に関する注記
　親会社及び法人主要株主等

支配株主

北九州市

被所有　直接100％

軌道敷等維持修繕受託業務等の契約締結

受託修繕業務事務費 取引金額

預り金 期末残高

地域公共交通確保維持改善事業費補助金の交付

補助金の交付 取引金額

未収金 期末残高

資金の借入

利息の支払 取引金額

１年以内返済予定の長期借入金 期末残高

長期借入金 期末残高

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 価格交渉の上決定しております。

　　 含んでおります。

７　一株当たり情報に関する注記
(1) 一株当たり純資産額 47,942円96銭
(2) 一株当たり当期純利益金額 179円588銭

８　重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、北九州市からの借入により資金を
調達しております。借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

平成30年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

2,261,724,045

586,714,896

1,131,462,525

差額
0
0

△ 92,537,475 

50,633,110円取引の内容

1,211,735,160 1,244,180,370 32,445,210 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。

貸借対照表計上額
2,261,724,045

586,714,896

1,224,000,000

時価

属性

議決権等の所有割合

会社等の名称

関連当事者との関係

科目

関連当事者との関係

17,512円
関連当事者との関係

（注1）受託修繕業務事務費については、項目ごとに市場の実勢価格等を勘案して

（注3）取引金額には消費税等を含んでおりません。期末残高には消費税等を
（注 2）借入金利息については、契約により全額無利子となっております。

取引の内容

科目

16,208,426円
16,208,426円

▲

0円取引の内容

1,148,000,000円
76,000,000円

科目


